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大きな社会環境の変化と
大学の在り方を考える

～誰も経験したことのない超少子化時代への対応～
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リクルート進学総研所長

リクルート「カレッジマネジメント」編集長
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＜略歴＞
小林 浩
リクルート進学総研 所長
リクルート「カレッジマネジメント」編集長

会社リクルート入社後、グループ統括業務を担当、「ケイコとマナブ」企画業務を経て、大学・専門学校の
学生募集広報などを担当。経済同友会に出向し、教育政策提言の策定にかかわる。その後、経営企画室、
コーポレートコミュニケーション室、会長秘書、特別顧問政策秘書、進学カンパニー・ソリューション推進
室長などを経て2007年より現職。

文部科学省「熟議に基づく政策形成の在り方に関する懇談会」委員（2009年～2011年）

文部科学省「大学ポートレート（仮称）準備委員会」委員（2012年～2014年）

文部科学省中央教育審議会高大接続特別部会臨時委員（2012年～2014年）

文部科学省中央教育審議会大学分科会大学教育部会短期大学ワーキンググループ臨時委員（2013年～2014年）

文部科学省高大接続システム改革会議委員（2015年～2016）
文部科学省中央教育審議会初等中等教育分科会専門委員（2016年～2017年）
文部科学省「これからの専修学校教育の振興のあり方検討会議」委員（2016年～2017年）
文部科学省専修学校生への経済的支援の在り方に関する検討会委員（2014年～）
文部科学省中央教育審議会大学分科会教学マネジメント特別委員会委員（2018年～2020）
文部科学省中央教育審議会大学分科会質保証システム部会委員（2020年~2023）
文部科学省デジタルを活用した大学・高専教育高度化プラン事業委員会委員（2020年）
文部科学省デジタルと専門分野の掛け合わせによる産業DXけん引する高度専門人材育成事業委員会委員（2022）

文部科学省中央教育審議会大学分科会高等教育の在り方に関する特別部会委員（2023年～）

大学基準協会 大学基準委員、広報委員、大学評価委員会委員
日本高等教育評価機構 広報委員、大学評価判定委員会委員
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人口動態

産業構造
・

就業構造

の変化

政策動向

・人生100年時代の到来

・18歳人口は2040年には88万人へ（2018年グランドデザイン答申）

・2024年出生数72.1万人(前年比▲5.0)⇒予測を大きく下回る

・都市部に集中、地方との格差拡大

・2025年以降はASEAN諸国も減少、2050年はアフリカへ

・高齢者が漸増する一方、支える国内生産年齢世代が大幅減

・2040年には1100万人の労働者が不足⇒労働供給制約社会へ

・Society5.0、技術革新の進展（AI、ロボティクス、IoT）

・さらなるグローバル化、ボーダレス化の進展

・成長産業へのシフト、生産性の向上と新たな労働力の必要性

・日本型雇用慣行（終身雇用、年功序列、企業内労働組合）の終焉

・高大接続改革の推進（2016年3月）⇒学習指導要領改訂
・定員超過率の抑制
・23区の大学に対する定員増禁止
・専門職大学制度の新設
・2040年のグランドデザインを発表（2018年11月）
・学校教育法、私立学校法の改正（2020年4月）
・質保証システムの再構築⇒設置基準改正、ガバナンス改革（法改正）
・専門学校も単位制へ（2026年）⇒人材流動性向上も質保証の対象に

大学を取り巻く３つのファクター
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Educational Institution Division

大学を取り巻く環境の変化を考える

～人口減少、グローバル化、技術革新～
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再び人口減少フェーズが加速
する前の、この5年間が大学
改革の勝負期間
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最新の将来推計（進学率・進学者数・定員充足率）

2024年11月12日中央教育審議会高等教育の在り方検討特別部会
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・地域ごとに18歳の人口減少率、地元残留率は異なる。
・首都圏の論理だけで考えず、地域ごとに対応を考える必要がある

18歳人口減少率×地元残留率（2023年～2035年）

リクルート進学総研マーケットリポート2023より
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＜第4次産業革命＞による雇用への影響

経済社会に大きなインパクトをもたらすことが予想されている

仕事がなくなるのではなく、新しい仕事に生まれ変わる
一方、インフラ・生活維持サービス人材をどのように育成調達するか

生産年齢人口の減少 Society5.0 グローバル化
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労働力需要が漸増する一方で供給は激減

・需要に対して労働力の供給が明白に不足する「労働供給制約社会」が訪れる
・2040年には1100万人の労働力が不足するとの予測も

リクルートワークス研究所「Works未来予測2040」より
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×これまでの「人手不足」
－景況感や企業業績に左右されて、需要の増減をベースとして労働者の過不

足が決定する。

〇労働供給制約
－景況感や企業業績に左右されず、労働供給量がボトルネックになる。

日本社会に何が起こるのか

＜人材不足から生じる課題＞

・全ての職種で、供給が不足する

・インフラの維持・整備が大きな課題に

・介護や商品販売、輸送・機械運転・運搬といった生活維持サービスが困難に

・特に地方において、深刻な事態に

⇒東京一極集中。その他の地域は大幅な労働力不足に

⇒すでに2024年入社者の大卒人材確保できた企業は4割弱（地方は2割台）

⇒専門学校卒、高卒人材への期待も高まる

⇒地域でどのような人材が必要なのかを、産官学金で真剣に話し合う時期に

地域における高等教育
機関の役割をしっかり
と議論する必要性
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社会変化に対応し、日本型雇用慣行やキャリアデザインが変化

2018年日本経済団体連合会 Society 5.0 －ともに創造する未来－より

• 高度成長期の“三種の神器“「終身雇用」「年功序列」「企業内労働組合」からのモデルチェンジ

• 働く期間の期間化により、自分のキャリアを自分自身で考える力（自律的なキャリア）が必要

• 労働力の減少により、企業から個人にキャリアの軸が変化⇒学び直し・学び重ねが当たり前に

• 「学ぶ⇒働く⇒老後」から、今後は「学ぶと働く」が行き来する時代に※1

※1 『LIFE SHIFT 100年時代の人生戦略』（東洋経済新報社）リンダ グラットン (著), アンドリュー スコット (著)



変化の激しい社会で生き抜くには・・・

21世紀のキャリアは 「ノコギリ型」 へ

「２１世紀のキャリアを考える研究会」研究報告書慶應義塾大学SFC 研究所キャリア・リソース・ラボ、株式会社リクルート ワークス研究所より抜粋

変化：
小

ITなどテクノロジーの進化、グローバル
化の進展などにより、商品や必要な技
術のサイクルは短縮化 （図２）

変化：
中

ある分野で一度積み上げた知識やスキル
があっという間に陳腐化したり、リセットさ
れる （図３）

変化：
大

予測が難しい未来に向けて
変化や偶発的な出来事に対してオープンで柔軟なスタンス

⇒変化への対応力が重要に

時代変化とキャリアの成長曲線

大学入学や、就職がゴールではなくなっている。Life Time Valueを見据え、
Learn How To Learnにより、時代の変化に対応した一人ひとりの資質・能力の向上を
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労働力不足に直面する日本の多くの産業は、サービスを維持・拡大するために、
これまでにないリソースを活用して、生産性もしくは労働力そのものを高める必要がある（野村総合研究所）

労働力不足

大

職の自動化確率

大

労働力不足が大きく、
自動化が進みやすい

AI・ロボットの導入

サービスレベルの
切り下げand/or

自動化は可能だが、
質・コストの観点で、
従来からの労働力に
頼る可能性が高い

そもそも自動化が
難しい上、問題として
顕在化しにくい

労働力不足が大きいが、
自動化が進みにくい

新たな労働力
（外国人労働者など）の

雇用

リクルート「カレッジマネジメント」211号野村総合研究所掲載図表に加筆

働き方、就業構造が
大きく変化

⇓
学部・学科

カリキュラムの対応

国際的な外国人労働者の
獲得競争に

⇓
留学生の獲得

社会人の学び直し

労働力不足に向けた解決の方向性と大学における対応

人材需要の変化に、本学の人材像をどのように描くのか。対象は誰か。
また、そのための学部構成、教育プログラムとはどのようなものなのか。



求められる新しい社会課題（メガトレンド）への対応

出典：リクルート「カレッジマネジメント」205号掲載図表に加筆

食マネジメント

文理融合・横断

21世紀型リベラルアーツ

スポーツ・健康国際看護

DX・GX

新たな社会課題に対応した学問領域（複合分野）の誕生

国際経営

大学のミッション・ビジョン・バリューに合致しているか
14

地域創生・地域共創

ＩＴ
ＡＩ(人工知能）
データサイエンス

第4次産業革命

クリエイティブ・イノベーション

学部・学科の新設、
共通教育の見直し、
新たなプログラム
や副専攻の導入等に
よる対応

医工連携



Educational Institution Division

新たなマーケットへの対応

15

～「国内」「18歳」「対面」に留まらない市場創出～
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世界の高等教育は成長マーケット



社会人領域への対応

・社会人入学者（学部）で増えているのは通信課程のみ
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高等学校では、近年、全日制・定時制課程が減少傾向である一方、通信制課
程の生徒数は全体として増加傾向。（特に私立通信制が増加）
⇒通信制で学んだ生徒はどこに進学するのか

少子化の中で、高校の通信制課程は増加傾向
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旺文社 教育情報センター 2023年11月14日公表資料

• 2025年新設大学の4校中3校は通信課程（フルオンライン型）

⇒国内、18歳、対面の大学新設は困難に

⇒これまで想定していなかった新たな競合が現れる可能性

新設大学の大半がオンライン型に

2026年にはミネルバ
大学が、東京に世界
８拠点目を設置

8月末に認可

入学定員
3500人で
10月30日
認可
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中央教育審議会大学分科会 高等教育の在り方に関する特別部会第6回、R6（2024）-5-31；井上雅裕氏発表資料より

学修履歴のデジタル化（海外では可視化の手段として導入が進む）



Educational Institution Division

我が国の「知の総和」向上の未来像

 ～高等教育システムの再構築～ （答申）

21

～経験したことのない少子化への対応～



Ⅳ．18歳人口の減少を踏まえた高等教育機関の
    規模や地域配置 … あらゆる世代が学ぶ「知の基盤」…

平成30年11月26日 中 央 教 育 審 議 会2 0 4 0年に向けて

■連携・統合の推進
国公私の枠を越えた大学等
連携推進法人（仮称）の新設

■大学の「強み」や
「特色」を明確化

■教育の質保証
教学マネジメントの確立と
学修成果の可視化
設置基準の見直し

■人口減少を踏まえた
大学の規模や地域配置

■多様で柔軟な教育カリキュラム
文理横断や柔軟なプログラム
学位プログラム中心、ICT活用
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■学修者本位の教育への転換

2040年に向けた高等教育のグランドデザイン（答申）【概要】
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質保証シス
テムの強化

設置基準改正

高等教育の在り方検討へ



経営・運営基盤
の強化

教育の質保証
高等教育への
アクセスの強化

・高等教育無償化
・専門職大学の新設
・地方国立大学の定員増が可能に

・社会人の学び直し
・理工系強化（特に女子）

・20年ぶりの私立高専新設

（公立大学の増加）

・中期計画の義務化
・ガバナンス強化
・情報公表
・連携、統合の推進
・経営改善、指導の充実
・認証評価の適合認定化
・撤退の意思決定を支援

・教学マネジメントの推進
・学修成果の可視化
・全国学生調査実施
・設置基準の見直し
（多様で柔軟な
カリキュラムが可能に）

・高大接続への対応

公財政支出の増加 透明性・健全性の確保
（Comply or Explain）

学修者本位の
教育への転換

メリハリのある公財政支援

外部環境の変化

大学の主体的な改革が進まなければ、外部からの関与が高まる 24

現在進行中の政策 ３つのポイント
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Educational Institution Division 3131
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急激な変化に大学はどう対応するか

32

～変化に対応できる組織文化の醸成が鍵～
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カレッジマネジメント 235号特集

2030年に向けて
乗り越えるべき壁

大学経営5つのテーマ
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5つのテーマはこちら

2030年に向けて乗り越えるべき壁
大学経営5つのテーマ

特集

意思決定のスピードを高めること

「職員」が改革の戦力になること

新たな「場」の価値を創ること

教育成果を「出口」とつなげること

既存の枠を超え、他と「連携・共創」する

①

②

③

④

⑤

＃データドリブン経営
#経営人材の育成

＃ヨコ型リーダーシップ
＃組織の壁、意識の壁

＃リアルとバーチャル
＃対面の価値

＃オープンバッジ
＃マイクロクレデンシャル

＃越境
＃リソースの共有・活用

キーワード
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以下の社会と本学の「価値」を共有できるか

今後、共創の学びの場づくりには、様々な既存の「壁」を超える「越境」が重要に

＜乗り越えなければならない壁＞
◆専門分野の壁
◆大学間の壁
◆大学の内と外との壁（自治体、産業界）
◆文系・理系の壁
◆国内・海外の壁
◆リアルとバーチャルの壁
◆教員と職員の壁

＜社会環境の変化＞
◆Sosiety5.0
◆グローバル化
◆新たな社会課題への対応
◆求める人材像の変化
◆働き方の変化
◆大学の経営リソース不足

個人と組織、それぞれの意識改革が必要に
（タテではなく、ヨコのつながりを意識）

↓

新たな技術を活用しつつ、多様なセクター・コミュニティをつなぐ
人口減少下で学内外リソースを有効活用

当事者意識をもって、周囲を巻き込んでいく力が必要

連携・共創の成功に向けて重要なのは、
大学とステークホルダーが目的・価値を共有すること
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変化することが当たり前の大学は、変化しないことが怖くなる

変化しないことが当たり前の大学は、変化することが怖くなる

↓

５年後には大きな差に

変革に向かう組織文化をどう醸成するか

重要なのは、変革に向かう組織文化の醸成

変化に向かう組織文化の醸成には、

皆で立ち戻ることのできる

ミッション、ビジョン、バリューの確立・浸透が重要に

ミッション・ビジョンに基づいた大学経営を如何に実現していくか

大学のありたい姿に基づいたスタッフの当事者意識の醸成が鍵

大学はインナー
コミュニケーションが苦手では？

（組織文化の醸成）

学校の魅力や方向性を
共通言語化できているか？

上手くいかないのは、他の誰か
のせいになっていないか？
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今、大学に求められているものは「学修者本位の教育への転換」

学校生活で

「どのような経験を経て」（経験価値：正課＋正課外）

「学生・生徒が何ができるようになって」（ラーニングアウトカム）

「それが客観的に説明できるか」（客観評価）

各学校の理念・ミッションに基づいた、その学校らしい、
その学校ならではの人材＜独自性・個性＞を、

育成することが重要

世界的な傾向として、ラーニングアウトカム（学修成果）重視は避けられない

「入学の国」から「卒業の国」実現に向けての大きなプロセスの中にある

教育研究活動を通じて、
学校がどのような人材育成をするのかのコミットメントはあるか

学校を卒業すると、

何ができるようになる
のか、どんな人物を社
会に送り出すのか！
＜ディプロマ・ポリシー＞

それができるのは、

どんな理念に基づき、
どんな教育の仕組み
があるからなのか！
＜カリキュラム・ポリシー＞

そのためには、どんな志向や意欲をもった学生に来てほしいのか、
どのような要件（学力、意欲、活動実績等）が必要なのか（カレッジ・レディネス）

＜アドミッション・ポリシー＞

育成したい学生像（ミッション・ビジョン）の実現に向けて
ビジョン⇒目標設定⇒計画⇒実践⇒検証⇒改善

のPDCAサイクルが回っているか
社会（大学の外）から見てわかるようになっているか



ディプロマ・ポリシー
（卒業認定・学位授与方針）

建学の精神
教育の理念

ミッション･ビジョンの明確化
（国立大学でもミッションの再定義）

こんな人材を育てたいという強い想い
（学校のＤＮＡ）

ど
の
よ
う
な
卒
業
生
を
送
り
出
す
の
か
？

ど
の
よ
う
な
学
生
に
来
て
ほ
し
い
の
か
？

学生が身に付けるべき
資質能力の明確化

卒業時にどのような能力
を身に付けて、社会に送
り出すのか。何ができる
ようになるのかに力点。

教育課程編成・内容
の明確化

それができるのは、
どんな理念に基づき、
どんな教育の仕組みが
あるからなのか

入学者に求める学力の
明確化（カレッジ・レディネス）
どのような学生に来てほし
いのか、どのような要件
（学力、意欲等）が必要で
それをどう評価するのか
⇒入学者選抜改革

独自性・個性の明確化
（特色・役割・価値）

アドミッション・ポリシー
（入学者受入れ方針）

カリキュラム・ポリシー
（教育課程編成・実施方針）

独自性に基づく一貫した大学経営と価値の浸透＜３つのポリシーに基づく大学教育のPDCAサイクルの確立＞

社
会
へ
の
接
続

高
校
か
ら
の
接
続

入学から卒業まで一貫した教育マネジメント
（教学マネジメント）

DXにより学生一人ひとりに寄り添った成長支援
（Student Successの実現）

Ex.)高大接続改革、LMSの再構築、教育研究の高度化
eポートフォリオ、フィードバック、自己省察、オンライン留学
地域・大学間連携、海外や様々な社会人との交流機会の創出

学修者本位の
教育への転換

・学修成果の可視化、
経験価値の自覚化
・IRによる検証

急速な
デジタル化
への対応

認
証
評
価

Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
サ
イ
ク
ル

を
重
視

（内
部
質
保
証
）

ブランド価値の創造と浸透（社会に開かれた大学へ）

積極的な情報発信

学位プログラム
ごとが望ましい
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・高大接続改革が本格化
⇒今春、新カリ（探究学習、総合的な英語力、情報Ⅰ）を学んだ生徒が大学に
⇒入試の見直しとともに、入学後にがっかりしない教育改革への取り組み必須
⇒受け入れた学生をどのように成長させていくか（可視化・自覚化）

・今後5年間（～2030）が大学改革の集中期間
⇒技術革新（society5.0)、グローバル化等社会環境の大きな変化により、企業だけでなく大
学にもイノベーションが求められている
⇒文科省の推計では入学定員中央値の大学が毎年90校程度減少していくことに
⇒経験したことのない少子化に向けて、政策的にも非連続的な改革が推進される可能性
⇒グローバル化、技術革新等時代の変化にに教育カリキュラムをどのように対応させるのか
⇒キーワードは「チャレンジ」「連携・統合」「縮小・撤退」）
⇒人口減が一段落するこの期間が終わると、中々改革の成功が難しい時代に

・「国内」「18歳」「対面」以外のマーケットへの準備を
⇒ZEN大学、ミネルバ大学等オンライン大学の浸透（想定していなかった競合の誕生）
⇒JOB型、人材流動化を見据えたデジタル証明等の新たな動向を注視
⇒人生を通じて自立的なキャリア形成をどう支援するか（Life Time Valueの実現)
⇒18歳が来ないからでは、留学生・社会人とも成功しない（学修者本位の実現）

・価値＝VALUEの確立と社会への浸透（1分で語れるストーリーはあるか） 
⇒大学と地域、産業界の圧倒的なコミュニケーション不足の解消を
⇒本学ならではの価値を明確にし、時代の変化に対応したブランドの構築が重要
⇒大学は結局は“人”。職員力や改革へ向かう「当事者意識」をどう醸成するか
⇒「伝える」と「伝わる」は異なる。1分で「伝わる」メッセージが重要に

この５年間が改革集中期間、チャレンジする大学とそうでない大学の差がますます広がる

今後の超人口減少社会に向けて大学経営を考える視点

39
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ご清聴、ありがとうございました。

➢  高校・大学の取り組み事例等はＨＰに掲載しています。

「リクルート進学総研」

リクルート進学総研
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